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知識基盤社会の到来により、高等教育はその教育機能を充実し、卓越した指導的人材を幅広い

様々な分野で養成する事（中教審答申  2005）が、喫緊の課題となっている。こうした状況を踏

まえ近年では、大学の教育機能を充実させる手段として、学修成果の可視化を求めるような政策

に基づき、学位授与における水準の明確化が求められている。 

 学修成果の可視化を求める政策として、まず「学士課程教育の構築に向けて」（中教審答申  

2008）が挙げられる。ここでは、学士力という人材の養成に関する指針が明示され、それに沿っ

た到達目標や獲得すべき学修成果を示す事が求められた。また、「新たな未来を築くための大学教

育の質的転換に向けて〜生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ〜」（中教審答申  

2012）では、学修成果の把握を含む教学マネジメントの確立が掲げられている。さらに近年では、

「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」（中教審答申  2018）において、教学 IR 体制の

確立と共に、学修成果の可視化やそれを活用した教育課程の体系化が求められている。これらの

政策には、教育機能を充実させる上で必要となる教育課程の体系化の手段として、学修成果の可

視化が強調される傾向が見受けられる。  

つまり、学修成果の可視化を求める政策は、高校と大学、大学と社会といった 2 つの接続を前

提ないしは期待しており、こうした中で、大学教育を一体的な教育制度の一部として俯瞰する視

点が重要になってきている。しかしながら、大学教育の現場ではこのような制度的な俯瞰的視座

は必ずしも確立されぬまま、民間企業が提供するアセスメント（以下民間アセスメント）の利活

用が急速に拡大している。例えば文科省「平成 29 年度の大学における教育内容等の改革状況につ

いて（学修成果の把握方法）」によると、外部の標準化されたテスト等による学修成果の調査・測

定（アセスメントテスト等）の導入率は、実施校のうち 73.5%（国立 41、公立 19、私立 229）と

なっている。  

そこで本研究では、大学教育を制度的に俯瞰する観点から、大学生における「学修成果の始点

（入学時の能力：Input）」「学修成果（大学教育により産出された能力：Output）」「学修成果の結

実点（就職：Outcome）」といった 3 者の関係性、及び可視化したとされる複数の学修成果指標を

照らし合わせた、測定結果の適切性における検証による学修成果の実態把握を行う。これにより、

学修成果及びその可視化が志向される現状における、政策的・経営的含意を得る事を目的とする。  

学修成果に対して体系的な観点からアプローチする研究としては、「カレッジ・インパクト研究」

が代表的である。これらは教育効果を対象とした研究であり、Input（既得情報）、Environment（環

境）、Output（学修成果）により構成される「IEO モデル」を理論的背景とし、日本においては、

主に大規模調査を中心に進展してきた。また山田（2009）は、「従前の背景と成果の関連性を分析

する事で、環境要因の正確なプラス及びマイナスの効果が測定できる」としており、この「従前

の背景と成果の関連性」とは高大接続が含まれる。こうした高大接続研究に関する先行研究につ

いて西郡（2011）では、①「入試成績」と「入学後学業成績」には相関関係がみられず、「高校成

績」の方が入学後成績を予測している事、②医師国家試験の合否に影響力があるのは、入試成績
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よりも入学後成績である事、③AO 入試入学者は、入学後成績は他の入試区分と比べて遜色ない

等の結果を示している。しかしながら、これらは大学教育による学生の知識・技能及び態度の変

容、つまり Input と Output の差に Environment がどのように関与するのか、または Input と Output

がどのように接続されているのか、といった大学教育内部または高校と大学の接続に主たる関心

がある。そのため、大学教育外部（社会）との接続について、検討が十分なされているとは言い

難い。  

大学教育と社会の接続については、大学生の就職から見た大学教育と職業との関連を検討する

と共に、大学教育が社会に与える効果を踏まえた検討が必要となる。これについて、大学教育の

職業的レリバンスを検討した小方（1997）は、大学教育と雇用に関する研究動向は「大学教育の

経済的な価値をめぐる議論に収斂する」としている。また、大学教育の効果について検討した矢

野（2009）は、大学教育における私的貨幣的効果の重要性について示している。このように、大

学教育と社会の接続は、単に就職先を見るだけでなく、そこから生じる経済的効果を学修成果の

結実点（Outcome）と捉える視点が重要となる。  

大学教育の経済的効果に関心を置く代表的な研究として、「大学教育投資収益率研究」が挙げら

れる。これらは、矢野（1978、1982、1984、1991、1996）により、学歴別、産業別、企業規模別、

クロス収益率等、『賃金構造基本統計調査』（厚生労働省）に基づき算出しうる教育投資収益率の

推計が行われている。また、個別大学・学部における個人単位の就職データを利用した推計とし

て、岩村（1996）、青・村田（2007）等がある。しかしながら、これらは大学教育投資の経済的効

果を確認するものであり、効果をもたらす要因の特定化には着手されていない。この点について

矢野（2009）は、人的資本論を前提としつつ、大学教育が所得に与える直接効果で説明できない

部分に対し、大学での学修への取り組みや卒業時点での知識能力が、就職後の取り組みや知識能

力の向上を介して間接的に将来の所得を高めるという「学び習慣仮説」を提示している。ただし、

ここでの知識・能力に関する指標は 4 件法による自己評価に基づくものであり客観的評価となっ

ておらず、指標の適切性についての検討は十分とは言い難い。  

こうした指標の検証について、アセスメントが盛んなアメリカにおいては標準テストの検証が

進展している。例えば、アメリカにおける大学生対象の標準テスト CLA（Collegiate Learning 

Assessment）の開発者である Shavelson は、その実用性を SAT との相関分析により示している

（Shavelson、2010）。その一方で、日本においてこうした検証の必要性は、松下（2017）により

述べられているが、実際の検証例は限られており、議論が十分なされていない。このような状況

の中、外部の標準化されたテスト等による学修成果の調査・測定（アセスメントテスト等）の導

入率は 73.5% となっている。  

これらを踏まえ本研究では、前述した「IEO モデル」と「学び習慣仮説（人的資本論）」を組み

合わせる事で、Input と Output（高大接続）、Output と Outcome（大学と社会の接続）、さらに Input 
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と Outcome（高校と社会の接続1）を加えた、学修成果を中心に大学教育の俯瞰できるモデルを「IOO

モデル」（図 1）と呼称し、分析枠組みとした。  

 

 

図 1 本研究の分析枠組み（IOO モデル：筆者作成）  

 

 本研究では、この IOO モデルを分析枠組みとし、Input と Output の接続（第 3 章）、Output と

Outcome の接続（第 4 章）、Input と Outcome の接続（第 5 章）における実態を明らかにする。そ

の上で Input、Output、Outcome といった 3 者の関係性を検証する（第 5 章）。さらに、IOO それ

ぞれの関係性を踏まえた上で、Output（可視化したとされる学修成果指標）自体の測定結果の適

切性について検証を行う（第 6 章）。これらを通じて、学修成果及びその可視化における実態を明

らかにする（図 2）。  

 

 
図 2 本研究の構成（筆者作成）  

 

 調査対象校は、首都圏外の中核市に所在し、複数学部を有する中規模総合私立大学（以下 S 大

 
1 本研究では、大学教育の直接的・明示的な目的に照らした知識、能力、学修成果の獲得のみならず（実質陶冶）、間

接的・暗黙的な知識や能力、学修成果の獲得（形式陶冶）にも着目する。 
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学）とする。当該大学は、「Benesse マナビジョン」（Benesse）や「大学受験パスナビ」（旺文社）

によれば、各学部の偏差値は入試制度による差異も含め 50 前後に分布しており、標準的な地方私

立大学2であると言える。このうち分析対象は、当該大学の文系  4 学部（A・B 学部：商学・経

済学関係、C 学部：文学・社会学  関係、D 学部：法学・政治学関係）における、入学年度  2008

〜10 年入学生  3,518 名とする（理系学部は当該調査に参加していなかったため、分析対象に含ま

れない）。なお、調査対象者は、調査対象校において直近 15 年で最も多く（3 種類）の外部の標

準テストを受験した 3 学年となっており、この点に関しては、先行研究を含め他に類例を見ない

ケースであると言える。  

 変数について、まず Input は「入試制度・高校ランク（出身高校ランキング）・高校成績（高校

評定平均値）」、Output は「大学成績（GPA）」、Outcome は「就職先」といった、調査対象校が教

学 IR データとして既に保有している情報を用いる。加えて、Input・Output には、認知能力（教

科領域別知識・理解・達成度等）と非認知能力（価値・関心・態度等）を含む指標として、TOEIC

スコア、大手 3 社（B 社、J 社、R 社）による標準テスト（以下民間アセスメント）測定値を用い

る事とする。就職指標については、進路・企業規模・業種に加え、民間企業就職者のうち男子に

ついては就職先企業規模及び産業から「期待生涯賃金」と「期待収益率」を推計し、分析に取り

上げる（表 1）。  

 

表 1 本研究の分析に用いるデータ（＊認知能力、＊＊非認知能力）  

 
出所：筆者作成  

 

 
2 こうした中庸的事例を対象とする利点は、典型例として知見が応用可能となる範囲が広く、仮に典型例となり得な

い場合においても、逸脱事例として新しい着想が得られる可能性を同時に有している点にある。加えて、令和元年度

学校基本調査によると、調査対象校と制度上の共通点を持つ「私立大学かつ人文科学・社会科学系学部」に属する学

生数は、全体の40.2%（1,049,500名/2,609,148名）となっており、こうした観点から、本研究における知見の応用可能

性は一定程度有するものと考える。 

Input Output Outcome

教学IR

データ
大学成績（GPA）

独自

データ

期待生涯賃金

期待投資収益率

入試制度

高校ランク

高校成績（評定平均）

就職先

　進路(民間・公務・未定)

　企業規模(大・中・小)

　業種(産業分類別)

入学時調査

　TOEICスコア＊

　B社アセスメント①

　　・基礎学力＊

　　・社会的強み＊＊

3年次調査

　B社アセスメント②

　　・基礎学力＊

　J社アセスメント

　　・SPI模試＊

　　・性格検査A＊＊

　R社アセスメント

　　・性格検査B＊＊
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なお、入学時調査（TOEIC、B 社アセスメント①）については、当時の学生が入学した直後（4

月上旬）、3 年次調査（B 社②、J 社、R 社アセスメント）については、当時の学生が就職活動を

開始する直前（7〜9 月）に、それぞれ受験したテストの結果である。  

 本研究で用いるデータの特徴は、①学修成果の始点（Input）、学修成果（Output）、学修成果の

結実点（Outcome）を同時に取り上げる点、②学修成果可視化の手段として広く普及している民

間アセスメントについては、同時期に 3 社のテストが実施された極めて稀なケースを取り上げて

いる点、③これらの指標は、認知能力、非認知能力を含む多面的なデータである点、といった 3

つに整理される。これらが本研究の IOO における一貫した接続の検証と同時に、3 種類のテスト

を用いた指標の測定結果の適切性における検証を可能としている。したがって、本研究は用いる

データ自体に独自の強みと学術的意義を有している。  

Input（学修成果の始点）、Output（学修成果）、Outcome（学修成果の結実点）3 者の関係性につ

いて、第 3 章・4 章・5 章では、IOO（Input、Output、Outcome）モデルを分析枠組みとして検証

した。  

 第 3 章では、Input と Output の接続について検証し、①Input「学力考査型入試」は Output「大

学成績」「3 年次の認知能力」を高めており、また②Input「高校ランク」「高校成績」は共に Output

「大学成績」を高め、さらに、③Input「入学時の認知、非認知能力」は共に Output「大学成績」

を高めている（大学成績は認知・非認知の影響を部分的に内包している）といった 3 点が明らか

になった。  

第 4 章では、Output と Outcome の接続について検証し、就職及びそこから推計される大学教育

投資収益率（期待収益率）に着目した検証により、①Outcome「期待収益率」は 2 割程度の失敗

（マイナスとなる）確率があり、さらに②Output「大学成績」は Outcome「期待収益率」を高め

ているが、その他の Output は、ほぼ全てが Outcome「期待収益率」に影響していないといった 2

点が明らかになった。  

第 5 章では、Input と Outcome の接続について、①Input はほとんどの場合で Outcome「期待収

益率」に有意な影響を与えていない。さらに、Input、Output、Outcome といった 3 者の関係性に

ついて、②Input「高校ランク」「高校成績」は Output「大学成績」を直接的に、Output「大学成績」

を介して間接的に Outcome「期待収益率」を高め、③様々な指標のうち、IOO モデルを最もよく

説明できるのは「高校ランク・高校成績」→「大学成績」→「期待収益率」であるといった 3 点

が明らかになった。  

第 6 章では、3〜5 章において明らかになった Input、Output、Outcome といった 3 者の関係性の

うち、「大学成績」を除く Output（可視化したとされる学修成果指標）が Outcome に影響してい

ない点について、「測定結果の適切性」という異なる観点から検証する事とした。検証においては、

複数社の民間アセスメント測定値を用いて、アメリカの多くの大学で実施されている標準テスト

CLA の開発者 Shavelson（2010）が、その実用性を示すために行った方法（SAT 等、別指標との
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相関分析）を踏襲した。その結果、①認知能力指標は、異なるテスト間では一定の相関が見られ

るものの、Shavelson（2010）の観点に基けば、「疑いがある」と判定されかねない水準である、

②非認知能力指標は、就職に関連するテスト間でも作成企業が異なった場合、共通する指標が少

なく、異なるテスト間における同質と見られる指標間での相関係数は Shavelson（2010）の観点に

基けば、「疑いがある」と判定されかねない水準である、③さらに、会社によって、測定している

対象が異なっている、または捉えられている能力が異なっている、といった 3 点が明らかになっ

た。  

本研究では、大学生における Input（学修成果の始点）、Output（学修成果）Outcome（学修成果

の結実点）といった 3 者の関係性、及び Output（学修成果）指標の測定精度の検証を通じて、学

修成果及びその可視化が志向される現状を検討し、以下 7 つの知見が得られた。  

①学び習慣を前提とした上で、Input「高校ランク・高校成績」は、Output「大学成績」を高め

ている（2・5 章）。②「大学成績」は、認知・非認知能力の影響を部分的に内包していた（3 章）。

③Input「高校ランク・高校成績」は大学成績を介して間接的に、Output「大学成績」は直接的に、

Outcome「期待収益率」を高めており、IOO モデルは「高校ランク・高校成績」→「大学成績」

→「期待収益率」といった、学び習慣仮説を拡張(高校と大学・大学と社会を接続)した形で説明

できる（5 章）。④学修成果指標の多くは、Outcome「期待収益率」を高めていない（4•5 章）。⑤

可視化した学修成果として多くの大学が利用する民間アセスメントについて、複数社の測定値を

照らし合わせた場合、認知能力指標間には相関が見られるが、Shavelson（2010）の水準には遠く

及ばない（6 章）。⑥非認知能力指標間の相関について、同種と見られる指標がそもそも少なく、

それら測定値の相関は Shavelson（2010）の水準には遠く及ばない（6 章）。⑦非認知能力指標間

の相関について、異種と見られる指標間の測定値における相関は、同一製品内では見られるもの

の、他社製品との相関はほとんど見られない（6 章）。  

ここから得られる含意として、政策的観点からは、大学での学修に基づく「成績」への再注目

（高校、大学、社会の接続を示した拡張版「学び習慣仮説」）が重要となる。また、可視化したと

される学修成果を自明視し、根拠なき手段による教育改革が推進されている危険性が実証的に示

唆されており、学修成果指標の再検討も必要となる。経営的観点からは、拡張版「学び習慣仮説」

に基づき、高校成績の高い入学生の確保と大学成績を高める取り組み、さらには自大学での開発

を含めた学修成果指標の導入（選定）の再検討が重要となる。加えて、本研究における検証プロ

セス（IOO モデルと指標の検証）は、その方法自体が政策・経営的課題の見直しの契機となり、

さらには教育改革の手立てとして活用しうる。  

しかしながら、本研究では、検証において学修成果指標の対象が限定的である点、分析対象は

文系学部生のみである点、また大学教育投資収益率においては、男子のみに限定している点に限

界を有している。こうした課題に対しては、分析対象の拡張と共に、経済的側面に限らない多様

な Outcome を対象とする事で、さらに広範に及ぶ検討が課題となる。  
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